
第２７回ウェンズデー・フォーラム

社会基盤施設等の災害復旧制度は、被災した地域社会の迅速な復旧を
通じて、わが国の生活・産業活動の安全・安心の確保に大きく貢献して
きました。しかし未曾有の被害をもたらした東日本大震災では、従来の
災害復旧制度の限界が露わとなったことから、被災地の真の復興を目指
して、これまでの災害対策と違った新たな取り組みが行われました。
建設業に携わる会員の皆様のなかには、災害復旧・復興事業に携わっ

た経験をお持ちの方も少なくないと思います。本セミナーは、これらの
事業の基盤を形成する法制度とその思想的背景等について体系的に学ぶ
絶好の機会となるでしょう。
日時：2022年12月14日（水）16:00〜18:00
場所：オンライン（Zoom）
参加費：2,000円（税込み、会員・非会員共通）
CPD：2ポイント（受講者には「JAAM受講証明書」を発行いたします。）

16:00 セミナー開会挨拶 JAAM会長 小林潔司
16:10〜17:20 災害大国「日本」を支える

復旧・復興法制度の現状と課題
東北大学名誉教授，災害科学国際研究所特任教授

島田明夫氏（Ph.D.）

プログラム：

17:20〜17:30  休憩
17:30～18:00  質疑討論
18:00 セミナー閉会

参加申込み方法：JAAMホームページからお申込みください。

災害大国「日本」を支える
復旧・復興法制度の現状と課題



講師紹介
島田明夫氏

 ご講演のポイント
・災害復旧・復興に係る法制度
・災害復旧・復興に係る財政支援
・復興まちづくりの手法と事例研究
・復興による災害予防の現状と課題

 略歴

1980年 東京大学経済学部経済学科卒業
1980年 建設省入省
1999年 国土庁防災局 防災企画官
2001年 内閣府政策総括官（防災担当）付 企画官
2001年 国土交通省都市地域整備局 下水道企画課 下水道管理指導室長
2003年 国土交通省関東地方整備局 用地部長
2005年 国土交通省四国地方整備局 次長（兼）総務部長
2007年 東京大学法学政治学研究科 客員教授
2008年 政策研究大学院大学 教授
2010年 東北大学大学院法学研究科 教授
2012年 東北大学災害科学国際研究所 教授兼務
2020年 東北大学変動地球共生学卓越大学院 教授兼務
2022年 東北大学退官

 現職
東北大学名誉教授，災害科学国際研究所特任教授（Ph.D.）

顔写真



１災害復旧と復興の違い
２基盤施設の災害復旧
（１）災害対策基本法
（２）災害復旧に関する制度の概要
① 災害復旧制度の概要
② 公共土木施設の災害復旧
③ 農林水産業施設等の災害復旧
④ 文教施設・厚生施設の災害復旧
⑤ 都市施設
⑥ 空港・鉄道
⑦ その他

（３）激甚災害制度
（４）東日本大震災復興交付金事業
３グループ補助金
４災害復興のための制度
（１）災害対策基本法における「災害復興」
（２）東日本大震災復興基本法（復興基本法）における「災害復興」
（３）大規模災害からの復興に関する法律（大規模災害復興法）
（４）新たなまちづくりとしての災害復興
５災害復興の支援に係る制度
（１）被災地の新たな地域社会の構築
（２）大規模災害における特別の復興支援策措置―大規模災害復興法の概要―
（３）災害復興の支援
① 被災地の新たな地域社会の構築
② 大規模災害における特別の復興支援策措置
③ 復興支援措置の概要
④ 東日本大震災復興特別区域法（特区法）
⑤ 津波防災拠点整備事業
⑥ 復旧・復興に係わる資金の確保
⑦ 地域社会の再構築
⑧ 復興のためのインフラ整備

（４）復興基金
① 阪神淡路大震災
② 東日本大震災

６復興まちづくり
（１）土地区画整理事業
（２）防災集団移転促進事業
（３）陸前高田市の事例研究
（４）名取市の事例研究
（５）女川町の事例研究
７今後30年間に想定される大規模地震への備え
（１）南海トラフ地震、日本海溝・千島海港周辺海溝型地震
（２）首都直下の地震
（３）災害予防の在り方

ご講演のスケルトン
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